
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [215,263円]

類似団体内順位

[ 65/80 ]

全国市町村平均

121,478
宮城県市町村平均

124,400

(円)

600,000

500,000

400,000

300,000

200,000

100,000

0

502,567

112,285

169,742

215,263

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [89.7]

類似団体内順位

[ 21/80 ]

全国市平均

97.4
全国町村平均

93.5
105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

75.0

99.9

80.3

92.2
89.7

定員管理の適正度
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [15.0%]
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [591,994円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

大衡村
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
■財政力指数
　・ここ３年間で連続した伸びをみせており、０．６０となっている。これは企業立地等に努め、村税の確保に努
めたことが要因としてあげられる。これからも村税を中心とする歳入確保に努める。
■経常収支比率
　・各事業の削減を図ったことにより類似団体平均を下回っている。今後とも、事務事業の見直しを更に進め、
事務事業の優先度を厳しく点検し、優先度の低い事務事業については計画的に廃止・縮小に努め経常経費の
削減に努める。
■人口1人当たり人件費・物件費等決算額
　・類似団体平均をはるかに上回っている。物件費等を見直し、より一層の削減に努め適正度を図る。

■ラスパイレス指数
　・類似団体の平均よりも低水準にある。行政改革により、管理職の数を減らし抑制に努めているものである。よ
り一層の給与の適正化に努める。
■人口1人当たり地方債現在高
　・現在は計画的な借入及び償還に努めている。今後は適切な地方債管理を行い交付税未算入地方債の発行
抑制を行い、類似団体平均を上回ることのないように努める。
■実質公債費比率
　・類似団体平均を上回っているが、今後適切な地方債管理を行い、水準を抑える。
■人口1,000人当たり職員数
　・類似団体平均を大きく上回っている。早期退職の勧奨又は定年退職者の不補充など、職員の削減を図るとと
もに計画的な職員の定員管理に努める。


